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資料の内容は、ホームページでもご覧になれます。 

国土交通省 http://www.mlit.go.jp/ 

四国地方整備局 http://www.skr.mlit.go.jp/ 

 



  

 

目   次 
 

 
 
Ⅰ． 平成２８年度予算概算要求の概要 ・・・・・ Ｐ． １ 

 
 
Ⅱ． 主要予定事業一覧 ・・・・・・・・・・・・ Ｐ． ３ 

 
 
参考．主要予定事業説明資料 ・・・・・・・・・・ Ｐ． ７ 
 

 



Ⅰ．平成２８年度予算概算要求の概要 
 

国土交通省では平成２８年度予算において、「東日本大震災からの復興」

を加速させるとともに、「国民の安全・安心の確保」、「豊かで利便性の高

い地域社会の実現」及び成長戦略を通じた「日本経済の再生」に取り組む

こととしています。 

 

特に、東日本大震災等により我が国の国土が脆弱であることが改めて明

らかになったことを踏まえ、国民の安全・安心につながる国土強靱化を実

現するため、防災・減災、老朽化対策、メンテナンス、耐震化にしっかり

と取り組んでいきます。また、個性豊かな活力ある地域の形成を目指し、

地方創生の推進を図ります。 

 

これらの取組により、国土形成計画、社会資本整備重点計画、交通政策

基本計画を着実に推進していきます。 

 

さらに、社会資本のストック効果を重視することにより、アベノミクス

による「民間投資を喚起する成長戦略」の実効性を高め、経済成長を支え

ていくことが重要です。 

 

このため、以下の３点に留意して取り組みます 

① 既存施設の最大限の活用、ソフト施策の徹底（賢く使う取組） 

② ストック効果を重視し、真に必要な事業に重点化 

③ 地域ニーズを踏まえつつ、集約・再編 

 

 

四国地方では、南海トラフ地震等の大規模地震により広範囲に甚大な被

害が発生するおそれがあるだけでなく、台風等による水害・土砂災害や雪

害などの自然災害が頻発していることから、地域の安全・安心の確保に向

けた取り組みが、特に重要となっています。 

 

このため、四国地方整備局では、四国地方が抱える様々な課題を解決す

るため、ストック効果が最大限発揮されるよう計画的な社会資本整備を着

実に推進いたします。 
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《河川事業等》 

気候変動に伴い頻発・激甚化する水害・土砂災害・渇水や南海トラフ地震等

の大規模地震に対し、予防的対策の着実な整備等により国土強靱化に向けた防

災・減災の取組を推進します。また、昨年８月に発生した台風 12 号、11 号に

より四国各地で発生した深刻な浸水被害を踏まえ、再度災害防止の取り組みを

推進します。 

河川管理施設の老朽化に対応するため、主要な河川管理施設の長寿命化計画

を策定しトータルコストの縮減に努めると共に、施設機能が持続的に発揮でき

る戦略的維持管理・更新を推進します。 

また、川の魅力を活かした地域づくりを進めるため、観光振興等の地域活性

化につながるかわまちづくりや健全な生態系の保全・再生に向けた取り組みを

地域の多様な主体と連携しつつ推進します。 

 

 

《道路事業》 

国民の命と暮らしを守るため、「四国８の字ネットワーク」の整備、道路スト

ックの着実な点検及び措置、道路の防災・震災対策、無電柱化、暮らしの安心

に資する通学路対策などの事業を推進します。 

また、地方の成長を促し、人口減少を克服するため「道の駅」やスマートＩ

Ｃ等の活用による拠点の形成を推進します。 

 

 

《港湾事業等》 

フェリー及びバルク貨物輸送船の大型化や、内外貿コンテナ貨物取扱量の増

加に対応し、地域経済を支える海上輸送機能の強化を図ります。また、南海ト

ラフ地震等の大規模災害に対し、緊急物資の受入に必要な耐震強化岸壁の整備

や津波・高潮対策等、国土強靱化（防災・減災）の取組を推進し、安全で安心

な社会の早期実現を目指します。 

 

 

《空港事業》 

航空機の安全運航の確保に不可欠な施設の更新・改良や南海トラフ地震等に

対する耐震対策の事業を効率的・効果的に推進します。 

 

 

《営繕事業》 

既存官庁施設の危険箇所及び経年劣化の解消を図りつつ、南海トラフ地震等

に備えた官庁施設の地震・津波対策を推進するため、防災拠点となる官庁施設

の防災機能強化等を図ります。 
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お問い合わせ先 

              電話：０８７－８５１－８０６１（代表） 

 

○総合的なお問い合わせ 

     企画部 企画課長      生田
い く た

 浩一
こういち

 （内線 3151）（直通 087-811-8308） 

 

○河川事業等について 

     河川部 河川計画課長    菊田
き く た

 一行
かずゆき

 （内線 3611）（直通 087-811-8317） 

 

○道路事業について 

道路部 道路計画課長    藤浪
ふじなみ

 武志
た け し

 （内線 4211）（直通 087-811-8322） 

 

○港湾・空港事業等について 

港湾空港部 港湾計画課長  亀岡
かめおか

 知
とも

弘
ひろ

 （内線 6441）（直通 087-811-8330） 

 

○公園事業について 

建政部 都市・住宅整備課長 秋山
あきやま

 義典
よしのり

 （内線 6161）（直通 087-811-8315） 

 

○営繕事業について 

営繕部 計画課長      山田
や ま だ

 和也
か ず や

 （内線 5151）（直通 087-811-8335） 
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